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青森県保育士資格取得支援事業（平成２７年度以降）実施要綱 

 

第１ 目的 

幼保連携型認定こども園等における保育教諭等の人材を確保することによる子ども・子育て支 

援新制度の円滑な実施及び子どもを安心して育てることが出来るような体制整備を目的とし、保

育士資格取得を支援することとし、実施にあたっては、「保育人材確保事業の実施について」（平

成２９年４月１７日雇児発０４１７第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に定めるも

ののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

第２ 実施主体 

  事業の実施主体は、県とする。 

 

第３ 事業の内容 

  事業の内容は、次の表に掲げるとおりとする。 

事業名 事業内容 対象者等 

（１）認可外保育

施設保育士資

格取得支援事

業 

右記施設が雇用している保育士資格を有していない

保育従事者が保育士資格を取得するために要した指

定保育士養成施設（以下、「養成施設」という。）の

受講料等及び受講する保育従事者の代替雇上費の補

助を行う。 

認可外保育施設 

 

（２）保育教諭確

保のための保

育士資格取得

支援事業 

 

・右記施設に勤務している幼稚園教諭免許状を有す 

る者であって保育士資格を有していない者が、特例 

制度等により保育士資格を取得するために要した養 

成施設の受講料等の補助を行う。 

・幼稚園教諭免許状を取得するために受講する保育 

士資格所持者の代替雇上費の補助を行う。 

幼保連携型認定こども 

園及び同園への移行を 

予定している保育所、幼 

稚園、認定こども園 

（３）幼稚園教諭

免許状を有す

る者の保育士

資格取得支援

事業 

幼稚園教諭免許状を有する者であって保育士資格を 

有していない者が特例制度等により保育士資格を取 

得するために要した養成施設の受講料等の補助を行 

う。 

幼稚園教諭免許状を有 

し保育士資格を有して 

いない者 

（４）保育所等保

育士資格取得

支援事業 

 

右記施設が雇用している保育士資格を有していない 

保育従事者が保育士資格を取得するために要した養 

成施設の受講料等の補助を行う。 

保育所、幼保連携型認定

こども園、幼稚園型認定

こども園又は幼保連携

型認定こども園への移

行を予定している幼稚

園、乳児院、児童養護施

設 

 注１「対象者等」欄について、公立施設及び公立施設に勤務する者、並びに、中核市所在の施設

及び中核市在住の者を除く。 

 注２「特例制度」…「保育士試験の実施について（平成１５年１２月１日雇児発第１２０１００

２号雇用均等・児童家庭局長通知）別表の②及び③により保育士資格を取得する制度。 

 

第４ 経費の補助 

  県は、第３に定める事業の対象経費に要した費用について、知事が別に定めるところにより予 

算の範囲内で補助する。 
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第５ 事業の対象外 

保育士修学資金貸付事業や雇用保険制度の教育訓練給付等、本事業と趣旨を同じくする事業の 

貸付け等を受けている場合は、本事業の対象とはしない。 

 

第６ 事業実施計画書 

 補助を受けようとする者は、第３の事業内容の受講開始日の属する年度中に、保育士資格取得

支援事業実施計画書（別紙）を県に提出すること。 

県は、提出された実施計画書の内容を確認し、本事業の対象の可否を提出した者に通知する。 

 

第７ 事業完了報告書 

  補助を受けようとする者は、保育士証の交付又は幼稚園教諭免許状の交付を受けた後、勤務対

象施設に勤務を開始した日の属する月の末日までに、県補助金交付要綱に定める様式により、保

育士資格取得支援事業完了報告書を県に提出すること。 

 

第８ その他 

  この要綱に定めのない事項で必要が生じた場合は、別に定める。 

 

第９ 事業の適用 

  この要綱は、平成２７年度以降の事業に適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２７年１０月２９日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２８年１０月１３日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２９年 ８月３１日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成３０年１１月 ６日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 
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（別紙） 

保育士資格取得支援事業実施計画書 

 

 青森県知事 三村 申吾 殿 

                                     平成  年  月  日 

 

対象施設の長又は 

幼稚園免許状所持者               印 

①対象となる事業  

②施設名（注１）  

③施設住所（中核市を除く） 
（〒   －     ） 

 
電話（      ） 

    － 

③受講者氏名 

（幼稚園教諭免許状を有して

いる者） 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
T ･ S ･ H   年  月  日 生

（    歳） 
 

④受講者住所（中核市を除く） 
（〒   －     ） 

 
電話（      ） 

    － 

⑤養成施設名 
 

⑥受講期間 
平成   年   月   日 ～ 平成   年   月   日 

（受講開始日（入学日又は受講許可を得た日のいずれか早い日）） 

⑦保育実習や面接授業期間 保育実習     日、面接授業     日、合計      日 

⑧受講に要する費用 入学料      円、受講料      円、合計      円 

⑨保育士修学資金貸付事業等、

類似事業の貸付等の有無 

保育士修学資金貸付事業、雇用保険制度の教育訓練給付等の類似事業の貸付

等を        受けている ・ 受けていない 

⑩代替保育士の氏名（注２） 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
T ･ S ･ H   年  月  日 生

（    歳） 
 

（備考） 

 

 

（注１） 幼保連携型認定こども園への移行を予定している施設の場合 

    移行予定時期がわかる資料（保護者会資料、理事会資料等）を添付してください。 
（注２） 代替保育士を雇い上げる場合 

ア 「保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業」の受講者の代替保育士の場合は、その実施計画書の

写しを当該計画書に添付してください。なお、この場合上記①～⑨は記載不要です。 

イ 事業計画書の提出時までに「⑩代替保育士」の氏名・生年月日の記入ができない場合は、「未定」と記載のう

え、備考欄に代替保育士の確保策を具体的に記入してください。 

ウ 備考欄に、代替保育士の「雇上期間」及び「雇上日数」の見込みを記載してください。 


